物理学会大会の物性領域発表に関する改革

東大・総合　鹿児島誠一
2006年9月23日-26日に千葉大学で開かれた日本物理学会2006年秋季大会で実施したアンケート結果の概略を報告する。アンケート調査の目的は，領域制が発足以来７年の間，本質的な見直しはなされていないので，物性関係の領域制を中心として大会開催法に関する会員の意見を聞くことである。
回答数は953であるが71%は年齢40歳代までの人の回答である。アンケート結果を一言で言えば，まずまず満足度が高い。これは，比較的若手の回答が多数を占めたからかもしれない。注目すべきは50歳代の回答であり，他の年齢層に比べて満足度が低い。国際会議の出席回数や招待講演の経験が豊富だからであろう。以下に重要と思われる事項について，結果の概略を述べる。（詳細は物理学会誌に掲載予定）。

(1)シンポジウムについて：シンポジウムは肯定的に捉えられているが，個別意見としては，テーマ決定が安易であることに対する批判もある。

(2)領域制について：50歳代の反応は目立っており，現状の番号制ではなく適当な名称をつけることを希望する意見が多い。数としては多くはないが，キーワード設定，重複などに関する不満は挙げられている。

(3)領域合同運営について：概ね合同運営に肯定的である。また合同シンポジウム等を通して実際に合同運営ができているという回答も多い。しかし，実際に運営上の難しさを認識している人も少なからずいる。50歳代はここでも反応が違う。肯定的意見が少なくなり，領域制の趣旨に反するという意見が増加している。

(4)領域レビューセッションについて：概ね好意的に受け取られている。同時に会場の問題を挙げている人が少なからずいる。この設問では20歳代の期待感の高さが目立つ。

(5)オーガナイズドセッションについて：これが何であるかが理解されなかったようである。肯定的意見はあるが，同時にシンポジウムがそれに対応しているから現状でよい，一般講演の質が下がるという懸念の指摘もある。

今回のアンケートの結果、概ね現状の学会に満足している保守的な参加者像が浮かび上がってくる。しかし，50歳代の反応は特異的であり，学会参加者の平均的意見と異なっている。現実の多数派参加者の希望を満たすことと，先導性，指導性を発揮することとのバランス感覚が求められる。

